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新しい防災対策に向けて
～防災白書より～

（１）２１世紀の災害の態様

　ａ　人間活動により影響を受ける自然環境

　　（ａ）地球の温暖化に伴う災害

　　　　２１世紀中に二酸化炭素等の温室効果ガスにより、全地球表面平均気温が1.4～5.8℃上昇　
　　　　　　⇒豪雨の頻度の増加による洪水、地すべり、台風の最大風力、最大降水強度の増加、
　　　　　　　エルニーニョ現象に関連した干ばつや洪水といった自然災害が増加　　　　　　　
　　　　　　　　　［気候変動に関する政府間パネル　第３次評価報告書（平成13年）より］

　　（ｂ）ヒートアイランド現象の進行

　　　　大都市の緑地の減少、建築物の高密度化等により、中心部の気温が周辺部よりも高くなる
　　　　「ヒートアイランド現象」が現出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　⇒局地的豪雨の発生の可能性があり、今後は十分な観測・原因分析と対策が必要

　ｂ　地震・火山活動の長期的動向

　　　　２１世紀中もいくつかの地域が地震の活動期に入り、大規模地震の発生の可能性　　　　
　　　　　　⇒耐震化の促進、避難地・避難路の確保など、全国的な地震防災対策に取り組むこと
　　　　　　　が肝要

　　　　２１世紀中にいくつかの火山が噴火すると想定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　⇒今後も観測研究体制の整備や災害に強いまちづくりなど、火山対策の充実に努める
　　　　　　　ことが必要

平成14年度防災白書によれば、21世紀の災害の態様の変化と防災対策の必要性につい

て以下のように記述されている。



新しい防災対策に向けて
～防災白書より～

　ｃ　新たな災害の原因となる社会経済の変化

　　（ａ）都市化と災害

　　　　　　２１世紀中には地球温暖化と相まった大規模な水害やその他の災害の発生が懸念　　　　
　　　　東京、大都市圏の都心人口の再増加、一段落した市街地の外縁化、人口の減少　　　　　　　
　　　　　　　　⇒コンパクトな都市化への要請、災害に強い都市づくりの可能性への期待

　　（ｂ）過疎化と災害

　　　　中山間地の過疎化の進行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　過疎地域人口　1,305万人(S35年)　→　754万人(H13年)　→　555万人(H27年)　
　　　　　⇒地域住民相互の助け合いや農林地等の維持・管理等が困難な状況　　　　　　　　　
　　　　　⇒森林等の管理が行き届かないことより、災害の発生に結びつく可能性　　　　　　　
　　　　　　高齢化や助け合い機能の低下により、中山間地域の災害対応がより困難に

ｄ　新たな災害の態様をもたらす社会経済の変化

　　（ａ）高齢化と災害

　　　　　急速な高齢化、阪神・淡路大震災における高い高齢者の被災率　　　　　　　　　　　　
　　　　高齢者のみの世帯数の増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　⇒高齢者の所在の把握や生活再建に向けた家族コミュニティ等の支援体制の整備が重要

　　（ｂ）ネットワーク化と災害　　　　

　　　　　　高速交通機関や高度情報システムによる人物資、資金等のネットワーク化　　　　　　　
　　　　　⇒経済的に枢要な地域における大規模災害・事故は世界中に波及する恐れ



１．都市山麓グリーンベルトを取り巻く諸情勢
・急傾斜地等都市山麓周辺への市街地の進展
・土砂災害防止法の施行
・森林保全等森林や緑に対する国民の関心の高まり

１．都市山麓グリーンベルトを取り巻く諸情勢
・急傾斜地等都市山麓周辺への市街地の進展
・土砂災害防止法の施行
・森林保全等森林や緑に対する国民の関心の高まり

２．事業の経緯
・兵庫県南部地震による二次災害防止等のため
　グリーンベルト事業を平成８年度より
　六甲山系で新規着手
・現在、１４都道府県で事業着手（１５箇所）

２．事業の経緯
・兵庫県南部地震による二次災害防止等のため
　グリーンベルト事業を平成８年度より
　六甲山系で新規着手
・現在、１４都道府県で事業着手（１５箇所）

３．グリーンベルト事業の目的
・土砂災害の軽減、防止
・良好な都市環境、風致景観、生態系の多様性の保全
・都市の市街地のスプロール化防止
・健全なレクリェーションの場の提供

３．グリーンベルト事業の目的
・土砂災害の軽減、防止
・良好な都市環境、風致景観、生態系の多様性の保全
・都市の市街地のスプロール化防止
・健全なレクリェーションの場の提供

４．事業実施内容
・ハード対策とソフト対策による効率的な事業の実施
・樹林帯の整備のほか砂防・地すべり・がけ崩れ等の
　施設整備によるハード対策。
・土砂災害防止法、都市計画法等関係法令による
　土地利用規制等ソフト対策。
・公園事業、治山事業など他事業との連携

４．事業実施内容
・ハード対策とソフト対策による効率的な事業の実施
・樹林帯の整備のほか砂防・地すべり・がけ崩れ等の
　施設整備によるハード対策。
・土砂災害防止法、都市計画法等関係法令による
　土地利用規制等ソフト対策。
・公園事業、治山事業など他事業との連携

都市山麓グリーンベルト事業の概要と土地利用規制
～グリーンベルト事業の概要～

都市山麓グリーンベルト事業の概要と土地利用規制
～グリーンベルト事業の概要～

３



都市山麓グリーンベルト事業の概要と土地利用規制
～計画的なグリーンベルト事業の実施～

都市山麓グリーンベルト事業の概要と土地利用規制
～計画的なグリーンベルト事業の実施～

　グリーンベルト整備構想を住民の意見等を踏まえ、関係機関と調整し策定。計画的な事業の実施を展開

資料：「都市山麓グリーンベルト整備計画」　　
（財団法人　砂防フロンティア整備推進機構） 都市山麓グリーンベルト構想の体系例（足利市グリーンベルトの参考事例）

防災　　まちづくり　　自然環境保全　　連携

　　　○斜面及び渓流における防災機能の強化

　　　○開発によるスプロール化の防止
　　　○良好な自然環境の保全と景観の創出

　　　○市民の憩いの場としての緑地帯の整備
　　　○連携による樹林帯の整備

　　　

樹林帯の機能
確保の方法

防災対策の方法

○公共施設としての買収確保
○土地利用規制における機能確保
○分収林事業による機能の維持
○管理による機能の維持

整備方針

基本方針

基本理念の視点

・自然景観や生態系、及び空間利用に配慮した
　防災工事
・森林の管理や利用に配慮した防災工事
・市街地等保全対象隣接地の樹林帯の創設
・人工造林地における適切な保育管理の方針
・健全な森林を創設するための植樹方針
・関係行政機関と地域住民が連携した総合的な
　整備及び管理の推進
・森林区間利用に配慮した森林整備

都市山麓グリーンベルト整備事業実施フローの概要

（国土交通省）

（国土交通省）
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都市山麓グリーンベルト事業の概要と土地利用規制
～グリーンベルト事業における土地利用規制～

都市山麓グリーンベルト事業の概要と土地利用規制
～グリーンベルト事業における土地利用規制～

　他部局との連携により、防災、緑地による環境・景観の保護などの観点から、都市近郊
における適正な土地利用を誘導する。

法律による土地利用規制の例

土地利用規制に関係する主な法令

防災関係

砂防法（砂防指定地）

地すべり等防止法（地すべり防止区域）

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律　　　　
（急傾斜地崩壊危険区域）

景観保全 都市緑地保全法（緑地保全地区）

都市計画法（風致地区）

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推
進に関する法律（土砂災害特別警戒区域）

森林法（保安林）

資料：「都市山麓グリーンベルト整備計画」　
（財団法人　砂防フロンティア整備推進機構）

都市公園法（都市公園）

都市計画法（市街化調整区域、防砂の施設）

宅地造成等規正法（宅地造成工事規制区域）

近郊緑地保全法（近郊緑地保全区域）

生産緑地法（生産緑地地区）

５



国民の防災に対する意識
～防災白書より～

国民の防災に対する意識
～防災白書より～

今後の国土づくりにおいて力を入れるべき点
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災害に対する安全性の確保

自然環境の保護

食料や資源の安定供給の確保

身近な生活環境施設の整備

新しい産業を発展させるための基盤の整備

交通施設や通信施設の総合的な整備

美しいまちなみや景観形成

歴史や伝統を活かした地域づくり

文化施設や芸術施設の充実

国際交流を活発にするための施設の整備

その他

わからない

（％）

資料：内閣府大臣官房政府広報室が平成１３年６月１４日～２４日にかけて実施。　
　　　　全国２０歳以上の者5,000人を対象とした調査員による面接聴取。　　　　　　
　　　　有効回収率６９．８％
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「災害に対する安全性の確保」回答率の推移

※各調査年度における「災害に対する安全性の確
保」を選択した回答率の推移を示したもの
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国民の防災に対する意識
～防災白書より～

国民の防災に対する意識
～防災白書より～

防災対策のうち必要なもの

資料：内閣府大臣官房政府広報室が平成１３年６月１４日～２４日にかけて実施。
　　　　全国２０歳以上の者5,000人を対象とした調査員による面接聴取。　　　　　
　　　　有効回収率６９．８％
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％

災害が起きた際に素早く救助活動や復
旧作業に対応できるような危機管理体

制を整備しておく

住宅や公共施設の耐震性の強化や、堤
防など防災施設の整備等を施すことに

より防災対策を講じておく

個人の判断で身を守ることができるよう
に災害危険箇所を知らせるハザードマッ

プの作成など、必要な情報を予め市民
に知らせておく

災害の発生確率が高い地域については、
予め土地利用を制限するなどの措置を

講じておく

保険制度の活用を図るなど、被災した
住宅や生活の再建のための制度を整備

しておく

その他

わからない

36.9
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21 .9

0.4

5.8
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(％)

防災対策を優先させ、被害が
予想される全ての地域につ

いて生命財産の安全が確保
されるよう、防災対策を講ず

るべきである。

人が多く住んでいるなど、災
害が発生した場合に大きな
被害が予想される地域につ

いて、重点的に防災対策を
講ずるべきである。

防災対策も必要であるが、生
活環境や福祉の向上などほ

かの施策を優先させるべきで
ある。

その他

わからない

予算制約下での防災対策のプライオリティ

７



欲しい情報
～防災白書より～

欲しい情報
～防災白書より～

風水害に備えるために欲しい情報

資料：災害危険情報の公開による住民の災害対策実施効果に関する調査
　　　　　　（内閣府　平成１４年）

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

呉市 広島市 高知市

％

洪水や浸水の起き方

土石流、がけ崩れ、地すべり
などの起き方

浸水被害を受けたときに予想
される水の深さ

土石流、がけ崩れ、地すべり
で被害が及ぶ範囲

市が避難勧告・指示を出すと
きの基準

安全な避難場所と避難経路

避難するときの心構え

風水害から身を守る方法

災害時に市から提供される
情報の内容

その他

無回答

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

呉市 広島市 高知市

％

市内で、過去に災害が発生し
た場所を示す地図

自宅周辺で、過去にどのよう
な災害による被害が発生して
いるか

市内で、今後どのような災害
が起きる可能性があるのか

今後、災害で被害を受ける可
能性が高い場所を示した地図

災害時に必要な気象や雨量、川
の水位などのきめ細かい情報

行政機関が実施している風
水害対策の内容

その他

無回答

今後特に充実して欲しい情報

８



自らの地域を自ら守る
～防災白書より～

自らの地域を自ら守る
～防災白書より～

消防団員数の推移

資料：消防庁資料により内閣府作成
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消防団員数 女性団員数

かなり関心が
高い　18.7%

やや関心は高い　
47.3%

やや関心は低い　
27.2%

かなり関心は
低い　5.3%

無回答　1.4%
防災に対する関心の高さ

今後の土砂災害の発生可能性

かなり危険性
が高い　10.6%

やや危険性が
高い　26.9%

危険性は低い
　20.5%危険性は全くない

　1.4%

わからない　7.8%

無回答　32.9%

アンケート調査：呉市の全自治会の防災リーダー役（町内会長等）を対象　
　平成１４年１月郵送による配布。対象３４７名、回答２８０名（回答率80.7%）９



土砂災害危険箇所に対する認識度
～高知県西南部豪雨災害後のアンケート結果より～

土砂災害危険箇所に対する認識度
～高知県西南部豪雨災害後のアンケート結果より～

　山裾住宅地域に住むの人は、比較的認識度が高いが、全体的にはまだ認識度が低い状況にある。

全体

357

151

78

37

591

254

76

43

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

避難しなかった世帯

避難した世帯

知っている 聞いた事がある 知らない 無回答

宗呂川

48

63

23

16

100

88

10

19

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

避難しなかった世帯

避難した世帯

知っている 聞いた事がある 知らない 無回答

山間地域

25252525

77775555

4444

知っている 聞いた事がある

知らない 無回答

それ以外の地域

16161616
40404040

1212121285858585

知っている 聞いた事がある

知らない 無回答

山裾住宅地域

5555

56565656

21212121

66666666

知っている 聞いた事がある

知らない 無回答

問：自宅周辺が土砂災害危険箇所になっているかどうか。

問：住んでいる場所が土砂災害危険箇所になっているかどうか。

資料：「平成１３年９月６日高知県西南部豪雨災害に関する住民アンケート結果」平成１４年３月四国地方整備局

１０



災害による教訓
～高知県西南部豪雨災害に関するアンケート結果より～

災害による教訓
～高知県西南部豪雨災害に関するアンケート結果より～

　高知県西南部豪雨災害（平成１３年９月）後、住民を対象にしたアンケート調査結果をふまえ、検討された対策は以下のとおり。

住民の自主的行動支援のために考慮すべき事項

◇危険な状況を直接的に住民に
　　伝達する方法
◇危険度、危険箇所の住民への周知

◇住民間の情報共有方法

行政の主導的な情報収集伝達を実施するために考慮すべき事項

◇現地情報を迅速・的確に

　　把握するための方法
◇住民への迅速・確実な情報提供の
　　方法
◇住民へのリアリティのある情報提供

◇被災後の情報提供

夜間の防災体制（的確な避難）のために考慮すべき事項

◇住民が避難可能な避難計画 教訓⑧　避難場所は土砂災害、洪水、津波など総合的な観点で、夜間
　　　　　　 でも安全な場所、経路等を設置することが必要。

教訓④　観測機器の整備、災害時体制を執るための基準値の設定を　

　　　　　　行うとともに、住民との情報収集体制を構築していくことが必要。

教訓⑤　情報の発信者は客観的物理情報（浸水情報等）を住民に多　
　　　　　　 元的直接伝達することが必要。

教訓⑥　避難行動をとる場合のタイミング等の情報は、内容や提供の
　　　　　　 仕方を工夫することが必要。

教訓①　危険な状況や洪水発生の可能性を直接的に伝えることが必要

教訓②　地域のどこがどの程度浸水するのかなど、予め周知しておくこ

　　　　　　とが必要。危険意識を風化させないための訓練が必要。

教訓⑦　避難場所での生活は住民にとって不安であり、生活密着型情
　　　　　　 報（ガス・電気・水道等のライフライン）や安否情報を積極的に
　　　　　　 随時提供することが必要。

教訓③　災害時における情報伝達・共有機能を持つ現在の地域コミュ　

　　　　　　ニティの継承が必要。地域特有の行動パターンにうまく適合し　
　　　　　　た情報の共有化が必要。

資料：「平成１３年９月６日　高知県西南部豪雨災害に関するアンケート結果を踏まえた対策（案）の提案」平成１４年３月四国地方整備局　
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